


















新たな基準の設定が試みられている。共同プロジェクトは、2006 年 7 月にその活動が開始さ
れ（1）、2009 年 3 月にはそれまでの作業の内容をまとめたディスカッション・ペーパー「リー
ス：予備的見解」が、2010 年 8 月には公開草案「リース」（以下、ED）が公表されている。



























































































ら公表され、2007 年 3 月に ASBJ によって改訂された「リース取引に関する会計基準」と





IFRSs におけるリース取引の会計処理を定めた会計基準は、1982 年に公表され、2003 年
12 月に最終改訂された IAS 17「リース」（以下、IAS 17）である。そのなかで、変動リース
料は、リース料の現在価値計算から除くとされている（IAS 17, paragraph 4）。したがって、
変動リース料はリース資産およびリース負債の当初測定額に加味されない。また、変動リー
ス料は、発生した期間の費用として処理するとされている（IAS 17, paragraph 25）。
米国におけるリース取引に関する会計処理を定めた基準は、Accounting Standards 


































することが提案されている（ED, paragraph 13, paragraphs B16-B20）。つまり、ED における

























題などをまとめたスタッフ・ペーパーが、IASB から 2011 年 10 月に公表されている（15）。ス

























少し時代が前後するが、2000 年に G4+1 から公表されたポジション・ペーパー「リース：

























































第 2 節から第 4 節にかけて、現行諸基準ならびに ED の当初案およびその見直し案、ポジ
ション・ペーパーのそれぞれにおける変動リース料の取扱いについて概観した。すべての種








指数 業績 使用量 その他 測定技法 測定基礎
日本基準 
(1993) ― ― ― ― ― ―
IAS 17  
(1982) ― ― ― ― ― ―
米国基準 




(2010) ○ ○ ○ ― 期待値 将来の予測 *1
ED 修正案 


























































































































































測定基礎 該当基準 リース資産 リース負債
基本リース料の PV 現行諸基準
・ED 修正案 積極的な意味なし 確定債務
変動リース料を含む
















意味するものとする（24）。ASBJ から 2006 年に公表された討議資料「財務会計の概念フレーム
ワーク」によれば、検証可能性とは「測定者の主観には左右されない事実に基づく財務報告」
（第 2 章，7 項）を求めるものとされ、中立性とは「一部の関係者の利害だけを偏重すること
のない財務報告」（第 2 章，7 項）を求めるものとされている。
まず、①の方法のもとでの当初測定額は、すでに確認したように、リース契約の内容や過
去または現在の実績値をもって算出されるため、検証可能性と中立性を備えるものであり、


























































































































































（1） 当時の詳しい様子や IASB および FASB の両者間で結ばれた MoU との関係などについては、山田（2007）
を参照されたい。
（2） 東京合意は、IASB との間での会計基準のコンバージェンスに関するものであり、そこでは 2011 年 6 月
以降に IASB において新たな会計基準が適用となる際に日本において国際的なアプローチが受け入れら
れるよう、緊密に作業を行うこととされている（論点整理 , 8 項）。
（3） 原資産（Underlying Asset）とは、「使用権がリースにおいて移転される資産」（ED, Appendix A）を指
す。たとえば、自動車のリース取引であれば、自動車が原資産となる。
（4） そのような指摘は、Dieter（1980, 6）および加藤（2009, 119）を参照されたい。










合」（IAS 17, paragraph 10 (d)）とされており、具体的な値は示されていない。
（9） リース資産およびリース負債を認識する日については、米国基準では“lease inception”とされ、主た
る契約条項が明らかになっているリース契約締結日を意味するとされている（ASC, paragraph 840-20-
20）。他方、日本基準および IFRS ではそれぞれ「リース期間の起算日」（日本基準 , 37 項）および
“commencement of lease term”（IAS 17, paragraph 4）とされ、借手が原資産を使用収益する権利を取
得した日とされている。しかし、これらの違いは本稿の検討事項と直接的に関係がないと考えられるた
め、両者を区別せず「リース取引開始前」とする。










（11） この会計基準は、1976 年 11 月に FASB から公表された FAS 13 をベースに、十数回の改訂を経て 2003
年に現在の FASB の会計基準の体系である Accounting Standards Codification に Topic 840 として含まれ





（13） ただし、リース期間が 12 ヶ月以内のリース取引については「短期リース」に分類され、割引前のリー
ス料総額をもってリース資産およびリース負債を計上できるなどの簡略な会計処理を適用することがで
きる。しかし、短期リースであってもリース資産とリース負債の計上は要求される。
（14） 2012 年 6 月には、2012 年第 4 四半期に再公開草案を公表することが IASB と FASB の間で合意されて
いる。
（15） 2011 年 3 月にも IASB から共同プロジェクトに関するスタッフ・ペーパーが公表されているが、その内
容は 2011 年 10 月に公表されたスタッフ・ペーパーに含まれている。




（17） 形式上変動リース料とされているが実質的には固定である支払リース料を指す（staff paper, 6）。
（18） 「確実（certain）」という認識要件を満たす支払リース料については、2011 年 2 月の議論の段階では、
「合理的に確実（reasonably certain）」という認識要件を満たす支払リース料を借手のリース料支払債務




りうる（more likely than not）」とされている（加藤 2010, 42）。
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